
 

 

                            平成２７年 ４月 １日    

 

申 請 者 各 位                           

 

行政書士法の遵守徹底に係る窓口業務の対応について 

 

〇平成２６年９月定例県議会において、「県の機関における行政書士法の遵守徹底による

窓口業務の適正化と行政手続法・行政手続条例の遵守に関する請願」が提出され、平成  

２６年１０月７日に採択されました。 

このため、法令遵守の観点から、各受付窓口において申請・届出の提出や通知書等を受

領する際に、行政書士の資格の確認等をさせていただきます。 

 

〇申請者（申請者が法人の場合、①法人の代表者、②法人の役員及び従業員、申請者が個

人の場合、①個人事業主、②個人事業主の家族及び従業員）以外の方が申請に来られる場

合は、委任状を添付してください（周知期間１年間）。委任状の作成例（任意様式）は、

県 HP（建築指導課）又は窓口で相談ください。 

また、原則として、窓口来訪者の本人確認を行います。 

 

〇各申請書及び各変更届書の「連絡先」の欄には、来庁された方の氏名及び連絡先を記載

（追記）してください。 

 

〇行政書士又は行政書士法人の補助者の場合は、申請書の連絡先に行政書士名を併記して

ください。 

 

●本人確認を行う場合に必要な書類（例示） 

次のいずれかの現在有効な原本をご提示ください。 

行政書士証票、行政書士補助証、運転免許証、（国民）健康保険証（被保険者証）、在留

カード、特別永住者証明書、住民基本台帳カード、後期高齢者医療被保険者証、パスポ

ート（旅券）、船員保険証、身体障害者手帳、宅地建物取引士（主任者）証、官公庁又

は公的機関や団体が発行している資格証 他。ただし、申請者の役員・従業員にあって

は、申請者の発行する身分証明書でも可とします。 

 

◆実施時期：平成２７年 ５月 １日 

 

■行政書士法  

第一条の二第一条の二第一条の二第一条の二 行政書士は、他人の依頼を受け報酬を得て、官公署に提出する書類その他権

利義務又は事実証明に関する書類を作成することを業とする。  

第十九条第十九条第十九条第十九条 行政書士又は行政書士法人でない者は、業として第一条の二に規定する業務を

行うことができない。  

問合せ先 

福岡県建築都市部建築指導課建設業係 

電話：０９２－６４３－３７１９ 

FAX ：０９２－６４３－３７５４ 



 

 

 


